
視点1：ライフコースアプローチに基づいた予防接種・ワクチン政策の推進をすべきである
1. 定期接種の接種対象区分を基礎疾患や特定リスクを含むように拡充、ハイリスクに分類される人々が予防

接種の利益を享受できるようにすべきである
2. 接種漏れや海外在住歴がある者などに対するキャッチアップに対して特例措置を広拡充し、接種者の費用

負担を軽減すべきである
3. 予防接種に対するアクセスを高めるために、予防接種が受けられる場所を増やすべきである
4. 予防接種の負担費用に対して、所得区分に応じた自己負担割合の設定、または公的医療保険および診療報

酬制度変更による適用を検討すべきである
5. 予防接種歴の管理方法を見直し、個人のライフコースにわたる予防接種歴を可視化し自治体間で共有すべ

きである

視点2：医療従事者と市民を対象にした普及・啓発活動やコミュニケーション戦略を構築すべきである
1. サイエンスコミュニケーションおよびリスクコミュニケーションを担当する部署を設け、適切なタイミン

グで適切な情報を発信することで、予防接種・ワクチンの普及・啓発を促進すべきである
2. 医療従事者の意識・気づき（アウェアネス）、リテラシー向上のための研修制度導入や成功事例の共有を

目指すべきである

視点3：科学的根拠に基づいた政策決定や評価に向けて、予防接種の実施と対象疾患の発生に関する情報システ
ムを連携し、疫学的な効果を分析および共有できる体制づくりを推進すべきである
1. 情報収集や予防接種台帳管理の体制を見直し、情報入力者となる医療従事者や自治体にとって有用な共通

のプラットフォームを構築すべきである
2. 医療用IDなどを利活用し、個人の接種歴を正確に記録できる情報記録システムを構築すべきである
3. 予防接種の有効性や安全性を評価する副反応に関する情報活用体制の見直しによる情報の可視化を行うべ

きである
4. 有害事象の収集と分析において統一された評価システムを構築すべきである

視点4：マルチステークホルダーでワクチン政策に関する議論を継続的に行える体制づくりを進めるべきである
1. 市民や専門職団体の参画により社会的コンセンサスを醸成すべきである
2. 偏向的で不安を煽る偽情報（Disinformation）や医学的な誤情報（Misinformation）に対しする防御策を構

築すべきである

視点5：平時や有事を考慮し、未来のワクチン需要を見据えた予防接種政策への投資を促進すべきである
1. 公衆衛生的危機におけるワクチンの意義を検討し、特例認可のプロセスやワクチンの分配、接種対象選定

や優先順位付けを平時から行う体制構築が求められる
2. 自国におけるワクチンの研究開発および供給体制の確立が求められる
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視点3 科学的根拠に基づいた政策決定や評価に向けて、予防接種の実施と対象疾患の
発生に関する情報システムを連携し、疫学的な効果を分析および共有できる体制づく
りを推進すべきである

被接種者はワクチンによる疾病予防効果を自覚できないため、ワクチンの効果は疫学
的に評価する必要がある。感染症法に基づく施策として感染症発生動向調査があり、
感染症発生情報の正確な把握と分析が行われているが、その結果を国民レベルで迅速
に利活用できる体制は十分ではない。このため、国は、予防接種に関する情報を登録
するための全国規模のレジストリ（ナショナルレジストリ）、および予防接種対象疾
病の発生状況を正確かつ継続的に調査、把握し疾病予防を図るためのサーベイランス
システムを、拡充させ両者を連携させるべきである。これは予防接種実施と疾病発生
に関する疫学データを容易に評価できる体制につながる。そこで得られたデータは迅
速に市民や医療従事者に提供することが重要である。予防接種記録の電子化および一
元化は、予防接種のサーベイランスにおいて被接種者の情報の正確な把握にもつなが
る。また感染症のサーベイランス機能を拡充して予防接種のシステムと連動させるこ
とにより、ワクチンの有効性を定期的にモニタリングしていくことがワクチンの信頼
性を向上させるためには不可欠である。さらにデータの活用においては、予防接種と
感染症のデータを結びつけるための組織横断的な連携体制も整えるべきである。その
ためには、下記4つの取り組みが求められる。

1. 情報収集や予防接種台帳管理の体制を見直し、情報入力者となる医療従事者や自
治体にとって有用な共通のプラットフォームを構築すべきである
地方自治体は予防接種の実施主体であり、5年間予防接種台帳管理が義務付けられ
ているが、自治体間の情報の共有やデータの整合性については未整理のままである。
保健所が各地方自治体のデータの取りまとめを行い市町村（特別区を含む）に情報
を提供する体制を敷いているが、共通の情報共有基盤（プラットフォーム）が存在
しない。したがって、リアルタイムでの各地方自治体から保健所への報告が困難で
ある。情報管理のデジタル化が求められるが、情報入力を行う医療機関や自治体レ
ベルでの効率化も課題として存在する。プラットフォームが構築できれば、未接種
者の把握や自治体間を接種対象者が移動した場合でも接種歴の追跡が可能となる。
そのためには医療現場や自治体の声を反映し、情報提供等記録開示システム（マイ
ナポータル）などの取り組みと連結が可能なシステムを設計、必要な投資を行い、
医療従事者や自治体への教育体制などの予算の確保、また各自治体に管理の責任を
記した予防接種法の改正などを行うべきである。

2. 医療用IDなどを利活用し、個人の接種歴を正確に記録できる情報記録システムを
構築すべきである
ライフコースに基づいた予防接種政策を推進させる上で基盤となる情報システムに
は、個人の移動や氏名変更などライフイベントに伴う種々の変化を考慮して接種歴
をトラックできるシステムづくりが必須である。ライフコースに基づいた予防接種
政策を進めていくには、個人の予防接種歴を情報提供等記録開示システム（マイナ
ポータル）などの共通の情報共有基盤（プラットフォーム）に記録し、地域移動な
ども含め接種主体である地方自治体や医療従事者が把握できる体制が望まれる。ま
た、個人番号（マイナンバー）などの個人識別情報を保健医療に応用し、社会保障
や税にかかわる番号制度との紐付けなどを行い、ナショナルレジストリの構築を前
提に進めていくことも期待されている。個人識別情報を含むレジストリの情報を
サーベイランス等に利用可能するため、行政手続における特定の個人を識別するた
めの番号の利用等に関する法律（マイナンバー法）、予防接種法等を必要に応じて
改正し実現させるような体制づくりを行うべきである。



3. 予防接種の有効性や安全性を評価する副反応に関する情報活用体制の見直しによ
る情報の可視化を行うべきである
ワクチンの効果を科学的に評価するにはレジストリを構築した上、情報を利活用し
ていく視点が大切である。効果等の判定に関しては被接種者、感染症、接種後の反
応といった3つの視点が存在する。被接種者個人の免疫獲得や感染症流行などの疫
学情報は有効性を考える上で必要な視点であり、1次予防効果を可視化することが
求められる。有害事象に関しては、2012年度の予防接種法改正により副反応疑い報
告の制度において、対象となる症状について接種を行った医師による届け出が義務
づけられている。この届出を用いて接種後に生じる有害事象（副反応を疑う症状）
を収集することになっている。しかし、有害事象を含めたワクチン接種後に関する
事象は審議会が個別に対応策を考えており、必ずしも統一された科学的根拠に基づ
いた運用がなされているとは言いがたい。そのためには、有効性を科学的に評価で
きるシステム（VAERS: Vaccine Adverse Event Reporting System）を構築、柔軟に運用
し、市民が抱きうる懸念の払拭することが望まれる。

4. 有害事象の収集と分析において統一された評価システムを構築すべきである
医療提供者が主導して副反応を疑う症状（有害事象）に関して報告を行う、パッシ
ブ（受動的）サーベイランスの手法が取られ、自発報告であるための欠点が存在す
る。従来のパッシブサーベイランスのみではワクチンの安全性や有効性について、
迅速かつ客観的な評価が困難であり、特定の情報のみが表面化または抑制される報
告バイアスや推測の下での議論が求められる場合がある。有害事象の正確な評価に
は非接種者の情報が必要であり、保健当局側が非接種者の情報も把握するためのア
クティブ（能動的）サーベイランスが必要である。そのため、議論の透明化を意図
し、より正確な全数把握、未接種者との比較など、副反応を評価する体制を整える
ために予防接種法の改正によりアクティブサーベイランスを行う体制構築を検討す
べきである。




